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事案の概要

　原告らは、共同出願に係る特願2007−542886号の審査において、誤って真意と異なる（Ｒ２について、
本来、「水素原子、Ｃ１−Ｃ３アルコキシ、Ｃ１−Ｃ３アルキルまたは塩素」とすべきところ、錯誤により「塩
素」と限定した）内容を含む補正を記載した手続補正書を提出し、担当審査官は当該補正を前提として
特許査定をしたので、特許査定の取消しを求めて行政不服審査法に基づく異議申立てを行った。特許庁
長官は当該異議申立てを却下決定したので、原告らは特許査定の違法を理由とする同処分の取消し等を
求めて出訴したところ、東京地裁は請求の一部を認容した（平成24年（行ウ）第591号）ものの、知財高

≪知的財産高等裁判所≫
審決取消請求事件

（１−［（６，７−置換−アルコキシキノキサリニル）アミノカルボニル］−４− 
（ヘテロ）アリールピペラジン誘導体−訂正審判請求不成立事件）［上］（全２回）

−平成30年（行ケ）第10133号、令和元年７月18日判決言渡−

  令和元年
（2019年）       月          日（月）

No.  15009　１部370円（税込み）
9 9

知的財産ビジネス支援の専門職集団

太 陽 国 際 特 許 事 務 所
所長・弁理士・博士（工学）　　中　島　淳

特 許 業 務 法 人

【機械建築担当弁理士】
福田　浩志（副所長）
清武　史郎＊

堀江　千鶴＊

坂手　英博＊

針間　一成
永田　淳一
高橋　尚子＊

河野　元浩＊

内田　英男
中村　　明
江口　和敬＊

御橋　優子＊

上野　敏範＊

片倉　正博
本合　孝治
木村　直樹＊

加藤　雅嗣

大塚　映美
横山　達也＊

佐伯　秀行＊

石田　　理＊

三島　広規＊

長谷川　洋＊

黒田　博道＊

北口　智英＊

中島　愼一
佐野　夏茂＊

村野　直仁
鈴木　　愛
福尾　勲将
中島　崇晴
山中憲太郎
小幡　義之
眞田　都子
飯島　佑基

【電気電子担当弁理士】
加藤　和詳（副所長）
百瀬　尚幸 
美濃　好美＊

佐久間顕治＊

小早川千佳子
山口　真紀＊

大古　奈奈＊

大松崎明子
畠山　明大
小林　和幸
田中　宏明＊

楢原　達也
益子雄治郎
巌　　庄一＊

横尾　太郎
藤田　　健
舞原　正規

後藤　　稔
八田　進一
眞尾　高志
小西　直人
【化学材料担当弁理士】
下田世津子＊

小林　美貴＊

設楽　修一
西山　　崇＊

早瀬　貴介
長野　みか＊

前嶋　恒夫＊

有村　昌大
上原　和貴
宮﨑　智史＊

松村　宏紀
立花喜美江
小倉　あい

上條由紀子＊

【バイオ医薬担当弁理士】
山極　美穂
渡邊　裕子＊

中川　彰子
村尾　招子
桐内　　優
宮澤　優子＊

長﨑さなえ＊

森　　知愛
土井　徹也
【商標意匠担当弁理士】
関島　昌子＊

樋熊美智子＊

高橋　史保＊

野﨑　彩子
堀　　敬香

【米国特許弁護士】
シェルダン・モス
チャド・ヘリング

【中国弁理士】
董　　　昭
林　　雅倩

【韓国弁理士】
金　　晙河

【弁護士】
中野　浩和

＊特定侵害訴訟代理業務付記
東京本部：〒160−0022　東京都新宿区新宿４丁目３番17号
　　電話（03）3357−5171（代表）  　ファクシミリ（03）3357−5180（代表）
　　http://www.taiyo-nk.co.jp　相談・連絡用E-mail：info@taiyo-nk.co.jp
横浜ブランチ：横浜市　　USオフィス：米国バージニア州



特 許 ニ ュ ー ス（　　　）（第三種郵便物認可）2 令和元年（2019年）９月９日（月曜日）

裁は全ての請求を却下ないし棄却し（平成26年（行コ）第10004号及び第10005号）、上告棄却決定・不受
理決定を経て知財高裁判決は確定した。その後、原告らは本件特許の設定登録（特許第6097946号）を受
け、追って請求項１等の訂正（本件訂正）を求める訂正審判（訂正2017−390124号）を請求したが、特許
庁は請求不成立とした（本件審決）ので、原告らは審決の取消しを求めて本件訴訟（平成30年（行ケ）第
10133号）を提起した。
　本件訂正前（本件特許の設定登録時）の請求項１の記載は、以下のとおりである。
「【請求項１】
　下記化学式１で表される１−［（６，７−置換−アルコキシキノキサリニル）アミノカルボニル］−４−
（ヘテロ）アリールピペラジン誘導体又は薬剤学的に許容可能なそれらの塩。
　（化学式１　省略）
　前記化学式１において、
　Ｘ及びＹは各々ＮまたはＣ−Ｒ７であり、
　Ｒ１はフッ素であり、
　Ｒ２は塩素であり、
　Ｒ３はＣ１−Ｃ３アルキルであり、
　Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６及びＲ７は各々水素、Ｃ１−Ｃ３アルコキシ、Ｃ１−Ｃ３アルキル、Ｃ１−Ｃ３ハロアル
キル、Ｃ１−Ｃ３アルキルカルボニル、ハロゲン、シアノまたはニトロである。
　ただし、Ｒ１及びＲ２が同時に水素原子であることはない。」
　請求項１に係る訂正事項のうち、訂正事項２は『本件訂正前の請求項１の「Ｒ２は塩素であり」を「Ｒ２

は水素であり」と訂正する。』というものである。

判示事項（訂正事項２の特許法126条６項の要件の適合性について）

１　本件明細書の記載事項
１．１　【0005】

本発明は１−［（２−アルコキシキノキサリン−３−イル）アミノカルボニル−４−アリールピペ
ラジン誘導体の優れた抗腫瘍活性と非常に低い毒性に着眼して開発されたものであり、キノキサリ
ン環のＣ−６の位置に水素ではない他の官能基による新規１−［（６，７−置換−アルコキシキノキ
サリン）アミノカルボニル］−４−（ヘテロ）アリールピペラジン誘導体、及びこれら新規の化合
物の強い抗腫瘍活性と製造方法を提示している。　（中略）
更に、本発明のまた別の目的は、１−［（６，７−置換−アルコキシキノキサリニル）アミノカル

ボニル］−４−（ヘテロ）アリールピペラジン誘導体の抗腫瘍剤としての用途を提供することである。
１．２　【0008】

本発明による方法で使用される化合物
本発明による方法で使用される化合物は化学式１で表される１−［６，７−置換アルコキシキノキ
サリニル］アミノカルボニル］−４−（ヘテロ）アリールピペラジン誘導体を有するキノキサリン−
ピペラジン誘導体を含む。
１．３　【0009】

化学式１

１	
 本件明細書の記載事項	
 

１．１	
 【0005】	
 

	
 本発明は１－［（２－アルコキシキノキサリン－３－イル）アミノカルボニル－４－

アリールピペラジン誘導体の優れた抗腫瘍活性と非常に低い毒性に着眼して開発され

たものであり、キノキサリン環のＣ－６の位置に水素ではない他の官能基による新規

１－［（６，７－置換－アルコキシキノキサリン）アミノカルボニル］－４－（ヘテロ）

アリールピペラジン誘導体、及びこれら新規の化合物の強い抗腫瘍活性と製造方法を

提示している。	
 （中略）	
 

	
 更に、本発明のまた別の目的は、１－［（６，７－置換－アルコキシキノキサリニル）

アミノカルボニル］－４－（ヘテロ）アリールピペラジン誘導体の抗腫瘍剤としての

用途を提供することである。	
 

１．２	
 【0008】  

	
 本発明による方法で使用される化合物	
 

	
 本発明による方法で使用される化合物は化学式１で表される１－［６，７－置換ア

ルコキシキノキサリニル］アミノカルボニル］－４－（ヘテロ）アリールピペラジン

誘導体を有するキノキサリン－ピペラジン誘導体を含む。	
 

１．３	
 【0009】	
 

	
 化学式１	
 

	
 

	
 前記化学式１において、Ｘ及びＹは各々ＮまたはＣ－Ｒ７であり、Ｒ１及びＲ２は各々

水素原子、Ｃ１－Ｃ６アルコキシ、Ｃ１－Ｃ６アルキルまたはハロゲンであり、Ｒ
３はＣ

１－Ｃ６アルキルであり、Ｒ
４、Ｒ５、Ｒ６及びＲ７は各々水素、Ｃ１－Ｃ６アルコキシ、

Ｃ１－Ｃ６アルキル、Ｃ１－Ｃ６ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ６アルキルカルボニル、ハロゲ

ン、シアノまたはニトロである。	
 （後略）	
 

２ 	
 訂正事項２が実質上特許請求の範囲を変更するものであるか否かについて	
 

２．１	
 規範	
 

	
 訂正をすべき旨の審決が確定したときは、訂正の効果は出願時に遡って生じ（特許

法 128 条）、訂正された特許請求の範囲の記載に基づいて技術的範囲が定められる特許

発明の特許権の効力は第三者に及ぶことに鑑みると、同法 126 条６項の「実質上特許

請求の範囲を拡張し、又は変更するもの」であるか否かの判断は、訂正の前後の特許

請求の範囲の記載を基準としてされるべきであり、「実質上」の拡張又は変更に当たる

かどうかは訂正により第三者に不測の不利益を与えることになるかどうかの観点から

決するのが相当である。	
 

	
 また、特許請求の範囲の記載に関し、同法 36 条５項前段は、特許請求の範囲には、

請求項に区分して、各請求項ごとに特許出願人が特許を受けようとする発明を特定す

るために必要と認める事項のすべてを記載しなければならないと規定している。この

規定の趣旨は、一つの請求項から発明が把握されるようにするため、各請求項ごとに


